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第七 都道府県の役割

一 都道府県は、当該都道府県の区域内の市町村又は組合ごとの健康課題や保健事業の実施状況を把握するとともに、都道府県健康増進計画及び高齢者

の医療の確保に関する法律第九条に規定する都道府県医療費適正化計画を踏まえて、市町村及び組合並びに国民健康保険団体連合会における保健事

業の運営が健全に行われるよう、必要な助言及び支援を行うなど積極的な役割を果たすこと。

また、都道府県は当該都道府県内の市町村とともに国民健康保険を行うこととされており、市町村の国民健康保険事業の効率的な実施の確保等を図る

ため、国保法第八十二条の二の規定に基づき策定する都道府県国民健康保険運営方針において、おおむね医療に要する費用の適正化の取組に関する

事項を定めることとされていることから、これに基づき、保健事業の支援等を推進すること。

この場合において、都道府県は、当該都道府県内の市町村における健康・医療情報の横断的・総合的な分析を行うとともに、保健事業の推進に課題が

ある市町村への助言及び支援を行うなど、市町村と連携すること。

二 都道府県は、市町村及び組合が行う保健事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため、当該事業の実施のために必要な関係市町村相互間の連

絡調整、専門的な技術又は知識を有する者の派遣、情報の提供その他の必要な支援を行うよう努めること。

また、都道府県は市町村が行う保健事業を支援するため、当該都道府県内の市町村に対し、被保険者の診療報酬明細書等及び特定健康診査等の情

報の提供を求めることができること。

② 保健事業の実施等における都道府県、国保連合会の役割

第八 国民健康保険団体連合会の役割

国民健康保険団体連合会は、診療報酬明細書等情報等を活用した医療費分析や保健事業に関する調査及び研究、保健事業の実施体制を

強化するために、市町村及び組合に対し、在宅保健師等の派遣、専門的な技術又は知識を有する保健師等による保健事業従事者に対する研

修の実施等、市町村及び組合が行う保健事業のPDCAサイクルに係る取組等を支援する事業を行うこと。

市町村及び組合はこれらを活用することにより、保健事業の充実を図ること。

また、都道府県等の地域において共同事業を行う場合は、積極的に国民健康保険団体連合会との連携を図ること。

国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針
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出典：全国高齢者医療主管課(部)長及び国民健康保険主管課(部)長並びに後期高齢者医療広域連合事務局長会議(令和５年3月)
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③ 国民健康保険制度における国保連合会の役割



第四 高齢者保健事業と介護予防の一体的な実施のための具体的な取組

三 高齢者保健事業の効果的かつ効率的な実施に向けた関係者の連携に関する内容

３ 国保中央会及び国保連合会との連携

法第百三十一条の規定に基づき、公益社団法人国民健康保険中央会(以下「国保中央会」という。)は、診療報酬明細書等情報等を活用した医療費分析

や高齢者保健事業に関する調査及び研究、広域連合間の連絡調整等、広域連合及び市町村が行う高齢者保健事業を支援する事業を行うよう努めなけれ

ばならないこと。

法第百三十一条の規定に基づき、国保連合会は、診療報酬明細書等情報等を活用した医療費分析、保健事業に関する調査及び研究等に加え、専門的

な技術又は知識を有する保健師等による高齢者保健事業従事者に対する研修の実施、広域連合が行う高齢者保健事業のPDCAサイクルに係る取組等を

支援する事業を行うよう努めなければならないこと。

また、国保中央会及び国保連合会においては、国保・後期高齢者ヘルスサポート事業を行うに当たって、広域連合、市町村及び都道府県におけるレセプ

ト・健康診査情報等のデータ分析に基づく高齢者保健事業のPDCAサイクルの取組を支援することが重要であること。広域連合、市町村及び都道府県にお

いては、こうした取組等も活用してデータ分析に基づく高齢者保健事業を実施することが重要であること。

さらに、一体的実施を担当する市町村の医療専門職等においては、高齢者の身体的、精神的及び社会的特性に関する知見や、先進的な市町村におけ

る高齢者保健事業の取組状況等を把握するとともに、KDBシステムによるデータの分析手法、事業の取組結果に対する評価手法、効果的な取組を分析す

る手法等を身につけることが求められていることから、国保中央会及び国保連合会は、法第百三十一条の規定に基づき、高齢者保健事業の推進に向けて、

広域連合向け情報交換会の実施、各自治体の医療専門職や実務担当者等に対する研修の実施等を支援するよう努めなければならないこと。

④ 高齢者保健事業の実施等における国保中央会、国保連合会の役割

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく高齢者保健事業の実施等に関する指針
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⑤ 関連する法定計画 ～第4期特定健康診査等実施計画に向けた見直し～

質問項目 ・健診項目 ・ その他技術的事項

• 質問項目の見直し

• 健診項目の見直し 等

第４期特定健康診査等実施計画（2024～2029年度）に向けた見直し

特定保健指導

• 成果を重視した特定保健指導の評価体系

• 特定保健指導の見える化の推進

• I C T 活用の推進

出典：令和５年度保健師中央会議資料「第４期特定健診・特定保健指導の見直しについて」（令和5年8月3日、4日）

出典：厚生労働省「第３期国
民健康保険データヘルス計画策
定に関する全国説明会資料」
（令和5年10月23日）
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⑤ 関連する法定計画 ～第4期医療費適正化計画に向けた見直し～

出典：厚生労働省「第３期国民健康保険データヘルス計画策定に関する全国説明会資料」（令和5年10月23日）
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⑤ 関連する法定計画 ～健康増進法に基づく基本方針と健康増進計画～

出典：厚生労働省「第３期国民健康保険データヘルス計画策定に関する全国説明会資料」（令和5年10月23日）
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⑤ 関連する法定計画 ～医療計画～

出典：厚生労働省「第３期国民健康保険データヘルス計画策定に関する全国説明会資料」（令和5年10月23日）
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⑤ 関連する法定計画 ～介護保険事業（支援）計画～

出典：厚生労働省「第３期国民健康保険データヘルス計画策定に関する全国説明会資料」（令和5年10月23日）
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⑥ 日本健康会議について

出典：日本健康会議HP掲載資料、内閣府資料をもとに作成

日本健康会議2023の様子
（2023年10月4日開催）

○2015年7月に、「日本健康会議」が発足。
・保険者等における先進的な予防・健康づくりの取組を全国に広げるための民間主導の活動体。
・健康寿命の延伸とともに医療費の適正化を図ることを目的。
・メンバーは、経済界・医療関係団体・自治体・保険者団体のリーダー及び有識者で構成。

【第一期（2015年～2020年）】
(※)三村会頭（日本商工会議所）、横倉名誉会長（日本医師会）、老川会長（読売新聞）が共同代表。

○「健康なまち・職場づくり宣言2020」（８つの宣言）を採択。
進捗状況をデータポータルサイトで「見える化」し取組を加速化。

○2020年度は5年間の活動の成果のまとめとして、2020年９月30日に開催。
【第二期（2021年～2025年）】
(※)三村会頭（～2022）/小林会頭（2023～）（日本商工会議所）、

中川会長（～2021）/松本会長（2022～）（日本医師会）、
老川会長（読売新聞）、宮永会長（健保連）、平井会長（全国知事会）が共同代表。

○「健康づくりに取り組む5つの実行宣言2025」を採択。
○「経済団体、医療団体、保険者、自治体等の連携」、「厚労省と経産省の連携」、「官民の連携」の
３つの連携により、コミュニティの結びつき、一人ひとりの健康管理、デジタル技術等の活用に力点を
置いた健康づくりを応援することをコンセプトとして、直近では2022年10月4日、2023年10月4日に開催。
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【健康なまち・職場づくり宣言2020】

○生活習慣病の重症化予防については、約9割の市町村で実施。
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⑦ 国保連合会・国保中央会のめざす方向
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⑧ 医療・介護DXについて

出典：厚生労働省 「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進チーム資料



16
出典：厚生労働省 「医療DX令和ビジョン2030」厚生労働省推進チーム資料
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⑨ 支援・評価委員会による保険者支援率の推移

○保健事業支援・評価委員会による累積の保険者支援率（過去に一度でも支援したことのある保険者の割合）に
ついて、支援開始の平成26年度以降の経過をみると以下のようになり、令和４年度時点で市町村国保・都道
府県・国保組合の累積支援率は90%を超えている。

国民健康保険中央会調べ

H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04

都道府県 76.6% 87.2% 93.6% 93.6% 93.6%

市町村国保 30.9% 49.9% 59.8% 69.0% 72.8% 75.1% 81.4% 86.6% 90.6%

国保組合 15.2% 29.3% 43.6% 57.1% 62.3% 63.6% 65.8% 68.9% 76.9%

後期広域連合 51.1% 70.2% 72.3% 85.1% 85.1% 89.4% 91.5% 95.7% 97.9%

R04, 93.6%

R04, 90.6% R04, 76.9%

R04, 97.9%
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都道府県 市町村国保 国保組合 後期広域連合

平成30年度より

調査開始

○累積支援率は、令和2年度までは各年度の8月～10月に調査した「速報値」、令和3年度～令和4年度
は年度末に調査した「確定値」での保険者支援数に基づき算出している。



○ 国保中央会では、国の第3期データヘルス計画策定の手引き改訂を踏まえ、データヘルス推進のさらなる対応のため「国保・後期高齢者
ヘルスサポート事業ガイドライン」を改訂し、事業の全体像を見直し支援・評価委員会の構成者や一体的実施、都道府県と連携した
データ分析等を追記し、第3期に向けたヘルスサポート事業の方向性を示した。

○ 国保連合会においては、本年度、保険者における第2期データヘルス計画最終評価及び第3期計画の策定支援を実施しているところ。

※下線部：変更箇所○都道府県国保ヘルスアップ支援事業の全て、市町村国保ヘルスアップ事業の一部及び高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
の一部については、保健事業支援・評価委員会等から評価を受けることが交付要件となっている。

⑩ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業の概要
～事業の全体像～

18
出典：国民健康保険中央会 「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン」（令和5年4月）
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⑪ 支援・評価委員会の役割

１．計画の基本的事項

（４）保険者及び関係者が果たすべき役割

① 市町村国保、国保組合の役割

エ．関係機関との連携

（国保連及び支援・評価委員会との連携）

○ 国保連や支援・評価委員会は、計画の策定支援や個別の保健事業の実施支援等を行っており、多くの支援実績が蓄積されている。このため、保険者

は、可能な限り支援・評価委員会等の支援・評価を受けて計画の策定等を進める。

（略）

⑤ 国民健康保険団体連合会及び保健事業支援・評価委員会、国民健康保険中央会の役割

ア．国民健康保険団体連合会及び保健事業支援・評価委員会

国保連及び支援・評価委員会は、計画の策定等の一連の流れに対して、保険者を支援する。支援に当たっては、状況に応じて、単に解決策を提示する

だけではなく、都道府県の方針を踏まえたうえで計画立案の考え方や評価指標の設定の考え方などを提示するなど、保険者や地域の特性を踏まえて支

援する。また、例えば、都道府県の求めに応じ都道府県の会議・研修会等に参画することや、都道府県と共同で研修会や意見交換の場を開催するなど、

保険者を支援する立場にある都道府県との積極的な連携に努める。

（ＫＤＢシステム等を活用したデータ分析と人材育成）

○ 国保連は、都道府県や保険者の意見も踏まえ、ＫＤＢシステム等を活用し、健康・医療情報を分析して、分析結果やその活用方法等を都道府県や保険

者に提供する。

○ 保険者が自らＫＤＢシステムを利用して、地域の健康課題の分析や保健事業の対象者の抽出、保健事業の評価等を行うことができるように、国保連は、

研修会の開催や資料の配布等を通してＫＤＢシステムの利活用の支援をする。

（支援・評価委員会による支援）

○ 支援・評価委員会は、計画の策定支援や個別の保健事業の実施支援等の実績を踏まえ、これまでの支援経験や構成員の幅広い専門的知見を活用し

て、保険者への支援等を積極的に行う。

「国民健康保険保健事業の実施計画データヘルス計画策定の手引き」より
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第３章 ヘルスサポート事業の概要

４．ヘルスサポート事業の運営体制

（１）国保連合会並びに支援・評価委員会

国保連合会は、公衆衛生・公衆衛生看護をベースとして、保健・医療、介護等の分野に造詣が深い者、大学等研究機関・地域の関係機関等の有識者及

び都道府県職員、地域の関係者等を構成員とする支援・評価委員会を設置する。支援・評価委員会は、保険者の事務職・専門職等から聞き取り等をしなが

ら、保険者が実施するPDCAサイクルに沿った保健事業の企画立案、実施、評価について支援する。

「国保・後期高齢者ヘルスサポート事業ガイドライン」より

「高齢者保健事業の実施計画（データヘルス計画）策定の手引き」より

（３）保険者及び関係者が果たすべき役割

②外部有識者等の役割

（国保連及び支援・評価委員会の役割）

○ 各国保連に設置された支援・評価委員会は、計画の策定支援や個別の保健事業の実施支援等を行っており、多くのノウハウが蓄積されている。

このため、保険者等は、可能な限り支援・評価委員会の支援・評価を受けることが望ましい。

○ これに対し、支援・評価委員会は、そのノウハウや委員の幅広い専門的知見を活用し、保険者等への支援等を積極的に行うことが期待される。

○ 国保連は、保険者等によるＫＤＢ等のデータ分析の質を高めるため、保険者等のニーズをくみ上げた迅速な帳票の改修、保険者等の職員向け研修の充

実に努めることが期待される。
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１ 交付対象事業

交付の対象となる事業は、被保険者の健康の保持増進、疾病予防、生活の質の向上等を目的に、国保被保険者に対しての取組として必要と認められ、安

全性と効果が確保された方法により実施する次の事業とする。

①国保一般事業

②生活習慣病予防対策

③生活習慣病等重症化予防対策

④重複・頻回受診者等に対する対策

（略）

２ 交付の要件

（１）市町村は、本事業の申請を行う場合は、単年度又は複数年度の実施計画（以下「実施計画」という。）を策定すること。また、事業の実施に当たっては、以

下の要件を全て満たすこと。

①データ分析に基づくPDCAサイクルに沿った中長期的なデータヘルス計画を策定していること。

②各事業において、ストラクチャー指標、プロセス指標、アウトプット指標及びアウトカム指標の４つの評価指標すべての定量的な指標を設定し、ＰＤＣＡサ

イクルに沿った事業実施を確保すること。

③各事業において、事業の全部を一括して第三者に委託していないこと。また、総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を委託しないこと。

④先進的かつ効果的なモデル事業を実施する場合、第三者（国民健康保険団体連合会の保健事業支援・評価委員会、有識者会議、大学等）の支援・評価

を活用すること。

令和５年度 市町村国保ヘルスアップ事業について
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○ 令和４年度のヘルスサポート事業における都道府県別の市町村国保、構成市町村への支援状況は以下のとおりである。
〇 後期の場合、広域連合が市町村の事業計画をまとめて支援評価委員会の支援を受けた場合（緑の棒グラフ）と、直接
構成市町村が支援を受けた場合（青の棒グラフ）があり、それぞれの地域の事情に応じた支援が行われている状況。

⑫ 令和４年度ヘルスサポート事業における都道府県別の保険者支援状況
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